
金 額 金 額

円 円

2,781,005,561 2,132,098,321

現 金 及 び 預 金 541,112,956 支 払 手 形 233,680,271

受 取 手 形 41,160,539 工 事 未 払 金 510,752,592

電 子 記 録 債 権 11,521,180 買 掛 金 232,372,921

売 掛 金 419,328,615 未 払 金 20,038,181

完成工事未収入金 1,472,510,586 未 払 費 用 38,767,457

未 成 工 事 支 出 金 130,625,851 前 受 金 28,736,817

未 成 工 事 労 務 費 6,772,669 預 り 金 20,273,518

材 料 ・ 貯 蔵 品 4,456,067 受 注 損 失 引 当 金 1,500,000

有 価 物 181,383 未 払 法 人 税 等 135,678,064

前 払 費 用 12,740,042 預 か り 消 費 税 135,013,500

仮 払 金 24,238,975 賞 与 引 当 金 60,487,000

未 収 入 金 116,356,698 役 員 賞 与 引 当 金 13,000,000

短 期 借 入 金 480,000,000

2,059,733,982 一年以内返済長期借入金 221,798,000

1,793,951,281 1,087,094,928

建 物 ・ 構 築 物 278,703,740 長 期 借 入 金 720,495,000

機 械 装 置 1,178,985,433 退 職 給 与 引 当 金 200,678,969

車 両 運 搬 具 35,212,990 役 員 退 職 引 当 金 119,599,500

工 具 計 測 器 524,881 執行役員退職引当金 5,229,000

備 品 3,299,027 資 産 除 去 債 務 41,092,459

土 地 297,225,210

6,123,500 3,219,193,249

電 話 加 入 権 144,000

ソ フ ト ウ ェ ア 5,979,500 1,589,627,563

30,000,000

259,659,201

長期繰延税金資産 135,599,772 1,559,627,563

そ の 他 有 価 証 券 86,835,510 利 益 準 備 金 7,500,000

出 資 金 310,000 別 途 積 立 金 257,200,000

保 証 金 19,881,595 繰 越 利 益 剰 余 金 1,294,927,563

長 期 前 払 費 用 16,992,324

そ の 他 投 資 4,810,000 31,918,731

貸倒引当金（長期） ▲4,770,000

純 資 産 合 計 1,621,546,294

4,840,739,543 4,840,739,543

固 定 負 債有 形 固 定 資 産

株 式 等 評 価 差 額 金

利 益 剰 余 金

資 本 金

株 主 資 本

貸 借 対 照 表

（2020年3月31日現在）

科 目 科 目

固 定 資 産

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

流 動 負 債流 動 資 産

資 産 合 計

負 債 合 計

負 債 ・ 純 資 産 合 計

( 純 資 産 の 部 )

投 資 等

無 形 固 定 資 産



株式会社 日本空調北陸

Ⅰ重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

（２）たな卸資産の評価基準および評価方法

未成工事支出金

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

原材料及び貯蔵品

最終仕入原価法

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし1998年４月１日以降取得の建物（建物附属設備、構築物を除く）、2016年４月１日

以降に取得した建物附属設備及び構築物並びに機械及び装置については定額法）を採用して

おります。

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法（ただし、ソフトウエア（自社利用分）につきましては、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法）を採用しております。

（３）長期前払費用

均等償却を採用しております。

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。

（２）賞与引当金

従業員に対する賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき額を

計上しております。

（３）役員賞与引当金

役員に対する賞与支給に備えるため、当事業年度における支給見込額を計上しております。

個 別 注 記 表

自 2019 年 4 月 1 日

至 2020 年 3 月 31 日



（４）受注損失引当金

受注案件の損失に備えるため、受注済案件のうち当事業年度末において、損失の発生する可能

性が高いと見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることが可能なものについては、翌事業年

度以降に発生が見込まれる損失額を引当計上しております。

（５）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づいて計

上しております。なお、退職給付債務の見込額は、簡便法により計算しております。

（６）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額の全額を計上して

おります。

（７）執行役員退職慰労引当金

執行役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額の全額を計

上しております。

４．収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当事業年度末までの工事契約の進捗部分について成果の確実性が認められる工事については

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基

準を適用しております。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

Ⅱ株主資本等変更計算書の注記

1．当該事業年度の末日における発行済株式の数

60,000株

２．当該事業年度の末日における自己株式の数

0株

３．当該事業年度に行った剰余金の配当に関する事項

2019年 5月24日定時株主総会において、次の通り決議されました。

① 配当金の総額 108,000千円

② 配当の原資 利益剰余金

③ 一株当たり配当額 1,800円

④ 基準日 2019年 3月31日

⑤ 効力発生日 2019年 5月27日

４．当該事業年度後の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

2020年 5月26日開催予定の定時株主総会において、次の通り決議を予定しております。

① 配当金の総額 176,100千円

② 配当の原資 利益剰余金

③ 一株当たり配当額 2,935円

④ 基準日 2020年 3月31日

⑤ 効力発生日 2020年 5月27日


